チャランケ通信　第137号　2016年6月20日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　いよいよ参議院選挙へ、マニフェスト消滅しウィッシュリストに
いよいよ参議院選挙の公示日が近づいてきた。今までであれば、7月10日の投票日なら、選挙期間は17日間で公示日は6月23日となるはずであったのだが、23日が沖縄敗戦の記念日と重なった関係からか、18日間に延長され22日が公示日となってしまった。法律改正によることなく選挙期間が延長できるとは知らなかったが、広大な面積の北海道選挙区で選挙をする当事者にとっては、1日でも長いほど候補者にとってはありがたいわけだが、全国的には18日間をどのように遊説して日程を消化していくのか、頭を悩ます地域があると聞く。
それは別にして、参院選に向けた選挙公約が各党から発表されているようだが、マニフェスト選挙という呼び方ではなく、国民との約束という言い方になったようだが、財源問題についての責任ある公約は打ち出されておらず、ウィッシュリストの羅列に終わっている事の問題こそ批判されるべきなのだろう。それにしても、かつて民主党が政権交代に向けて打ち出したマニフェスト選挙を、財源に関する無責任さを含んでいながら喧伝してこられた政治学者の方たちは、どのような思いで今の選挙公約を見ておられるのだろうか。一度、是非とも聞いてみたい気がする。
3分の2を許してはならない、憲法改正を狙う安倍総理の意図
　それにしても、消費税の引き上げの延期と並んで噂されていた衆参同時選挙ではあるが、それがなくなったのは、同時選挙を実施したとしても衆議院では3分の2の議席を確保する事が出来なくなる可能性が高く、一番の狙いである憲法改正に向け、かえって実現を遠ざけてしまう事にあると噂されているようだが、本当のところはどうなのか確かめようがない。それにしても、自民党の公約の中では、小さな活字ではあるが、憲法改正が謳われている。もし万が一、参議院で改憲勢力が3分の2を超すようであれば、憲法改正を打ち出してくるやもしれず、もし憲法改正を狙っているのならば、堂々と国民に対して憲法改正を最大の争点にすべきなのであり、それをこっそりと姑息な形で進めようとするのであれば、立憲主義からの逸脱を何とも思わない民主主義の危機を強く感ずるのは小生一人だけではなかろう。それこそ、ヒトラーにまねて静かにやったらどうなのか、という示唆を安倍総理にした麻生財務大臣の言葉が、現実味を持って思い出されてくる。なんとしても、それだけはご免こうむりたいものだ。
　円高・株価の下落、アベノミクスの失敗を糊塗したい安倍政権

　だが、為替介入はアメリカの了解無くして不可能に
　経済に目を転じてみると、先週は為替相場が円高に振れ、それに伴い東京株式市場は大きく下落し始めていた。背景には、FRBの金利引き上げが為されず、日銀の金融政策決定会合も現状維持に終わり、イギリスのＥＵ離脱のリスクが心配され始めたことも大きく影響していると見られている。そうした中で、ちょっと旧聞に属する発言となってしまったのだが、元財務省の財務官で「ミスター円」と言われた榊原英輔青山学院大学教綬の6月10日付日経新聞電子版の次の発言に注目した。それは、言うまでもないことなのかもしれないが、対ドルとの関係で、政府が円高を円安へ変える介入する際のアメリカとの関係についてである。
　日経記者による「円高阻止の介入は考えられますか。」という質問に対する榊原教授の発言

　　「私も現役時代は為替介入をしてきたが、相手国の合意なしには絶対介入できない。今のところ米国は為替介入には否定的で、現時点では介入の可能性は低い。米国のルー財務長官が『為替介入を世界経済を安定させる便利な道具とみなすべきではない』と述べたのは本音だろう」
　ということは、アメリカとの関係では当面為替介入はできない、と述べているのだが、財務大臣になって以降の麻生財務大臣は為替介入をほのめかし続けている。こんな発言は、ただ口先だけの介入でしかなく、何の効果も無いにもかかわらず政治家の軽い発言として受け止められているようだ。と同時に、今年に入ってアメリカ政府は、4月29日に為替監視リスト対象国を発表し、日本、ドイツ、中国、韓国、台湾の5か国があげられており、安倍政権が狙う円安・株高の連鎖は簡単には実現できそうにない。ましてや、トランプ共和党の大統領候補は、日本に対する為替相場に対して批判を全面的に展開し始めており、今後の大統領選挙戦での日米経済問題の行方が心配される状況になりつつある。安倍政権にとって、事態はなかなか深刻である。
　日銀の黒田総裁、すっかり精彩を欠く現実、異次元緩和の中止を
先週日銀は株式市場にETFを1098億円買い入れたものの、株価の低落には歯止めがかかっておらず、今週にも日銀だけでなくGPIFをはじめとする公的資金の買い入れが強まるものと見られている。参議院選挙を前にして、株価の下落が進めば、ただでさえ失敗したと見られているアベノミクスへの信認がますます揺らぎ始めるだけに、政府のなりふり構わない金融政策が展開されることは、投機筋からすれば絶好のチャンスと捉えるのではなかろうか。まさに、カモにされ続ける日本金融市場になっているようだ。
　それにしても、14~15日にかけて開催された日銀の金融政策決定会合の後の記者会見に出席した黒田総裁の精彩を欠いた姿や発言ぶりには、何をやってもうまく行かない中での脱力感が滲み出ているようだ。これ以上異常な金融政策を続けていく事は、後世代に大きなつけを残すだけであり、一刻も早く辞めて行くべき時に来ているように思えてならない。
　舛添都知事の政治とカネ問題、あまりにもお粗末な現実、しっかりとした都知事の誕生を望みたいものだ・・・
　再び政治の世界の話題になるのだが、舛添都知事の辞任問題にはあきれてものが言えない。公私混同もここまで酷いとは、参議院時代の舛添氏の言動を見てきた者にとって、やや信じられない思いだ。議員食堂で、いつも比較的低価格の一番ポピュラーな「和定食」を秘書官の方たちと食べていた姿が目に浮かんでくる。どなたが次の都知事になられるのか、未だに候補者の姿が見えにくいのだが、おそらく「後出しジャンケン」が一番有利になるが故に、参議院選挙に突入して以降に確定して行くのだろうか。政治とカネの問題で、今度こそ国民の信頼を勝ちうる人に是非ともなって欲しいし、何よりも地方自治のあり方に対して、きちんとした考え方を持った人になって欲しい。
　今週は、参議院選挙に突入する。こうしたメルマガも政治活動の対象になり、いろいろと発言に制約が出てくる。小生は民進党の徳永えり候補の後援会長を務めており、選挙期間中の情報発信もなかなかできなくなる。是非とも、ご理解していただきたい。
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